
１．職員の任免及び職員数に関する状況

　○職員数

人 人 人

人 人 人

２．職員の給与の状況

　○１人当たりの平均給料額（平成24年4月1日現在）

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
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   （国民の祝日及び 12 月 31 1 月 5 日までを除く）

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

４．職員の分限及び懲戒処分の状況

人

人

５．職員の服務の状況

人

人

人

６．職員の研修状況

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

50 実践体験に照らした分析・指導

職
場
研
修

人事評価制度被評価者研修

人事評価制度評価者研修①

ビジネス電話対応マナー

新任管理職研修

114

虚偽報告、勤務態度不良

心身の故障による休職

15

13 00

分45

処 分 事 由

38

歳

毎週 から

平 均 年 齢

金曜日月曜日

42.8

区 分

21

日　 から

まで 日間

17

研 修 内 容 等

法政・政策形成基礎能力の向上

46

目標設定・業績評価の適正化

目標設定・業績評価の適正化

人事評価制度評価者研修②

初任者に対する実践的電話対応マナー習得

管理職としての総合的な資質向上

5

31

管理職対象にメンタルヘルス知識習得

税務等の専門的能力の向上

特別職セミナー、病院経営及び公会計

各
種
専
門
研
修

22

12

3

3

北海道自治研修センター派遣研修

市町村アカデミー等

メンタルヘルス研修

地域分散型モデル研修

１週間の勤務時間

歳

8

12うち、休憩時間

処 分 者 数

時間

勤 務 時 間 等

区 分

勤務を要する曜日

30

00

305 15

一 般 行 政 職 165 5

国

44.1一般行政職

日高町人事行政の運営等の状況報告書（平成24年度）

区 分
採 用 者 数 退 職 者 数

平成24年4月1日
職　　　員　　　数

平成24年度中

休職者（平成24年度にかかる者）

11

懲 戒 処 分

分 限 処 分

2

1

区 分 平均給料額

１日当たりの勤務時間

324,300

対 象 人 数

0

1

11

研修者数

病 気 休 職 者

育 児 休 業 者

区 分

円

円

区 分

304,944



７．職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）公務災害補償

　○地方公務員災害補償基金北海道支部

（２）健康管理業務

人

人

人

人

（３）福利厚生業務

　○北海道市町村職員共済組合

事業の種類 事業内容

職員と被扶養者の公務外の疾病等に対する療養の給付

退職職員の年金給付等

福祉事業 職員と被扶養者の福祉と健康増進のための資金貸付、保健事業、貯金事業等

　○北海道市町村職員福祉協会

職員と被扶養者の健康増進を図るため、共済組合の事業を補完する事業

※詳しい事業内容は北海道市町村職員福祉協会のホームページをご覧ください。

公費補助等総額744千円、一人当たり公費負担額2,315円

　○日高町職員親睦会

レクリェーション等元気回復事業の実施を日高町職員親睦会に委託

公費補助等総額40千円、一人当たり公費負担額132円

８．公平委員会に係る報告事項

　○勤務条件に関する措置の要求の状況

　○不利益処分に関する不服申立の状況

公務災害

通勤災害

区分

区分

計 0

休　職

分
限
処
分

0

0

0 0

0

0

件

件

0

0

0

0

0

0 0

0

そ　の　他 0

0 0 00

0 0

0 0

0 0 0

0 0 0 0
懲
戒
処
分

免　職 0 0

降　任 0 0

降　給 0

0 0

降　給 0 0 0 0 0

0 0

休　職 0 0 0 0 0

免　職 0 0

降　任 0 0

0

区　　　　分
平成２３年度末

係属件数

平成２４年度 平成２４年度末
係属件数

平成２４年度
口頭審理
開催回数新規要求件数 終結件数

計 0

0

0

0 0

0

そ　　 の 　　他 0 0 0

勤　務　時　間 0 0 0

0 0休　　　　　　暇

225

62

災 害 の 概 要

深夜業務従事者年2回実施特定業務従事者健康診断

短期給付事業

51

災 害 件 数

内 容 等

総合健診

健康診断

腰痛検診

平成２４年度末
係属件数

給　　　　　　与 0 0

区　　　　　　分
平成２３年度末

係属件数

平成２４年度

新規要求件数 終結件数

0

総合健診対象者以外の職員の一般検査、血液検査及び心電図検査

保育・介護業務従事者

40歳以上の全職員及び30歳以上の半数を対象に健康診断
の内容に生活習慣病に関する内容を加えたもの

41

受 診 者 数

長期給付事業


